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【研究の目的】 視覚特別支援学校の理療科の在籍生徒数は、

ここ数年大きく減少してきている。その要因としては、出

生率の低下による人口減、医療の発展による視覚障害をき

たす疾患に対する治療技術の進歩が関係しているが、その

ほかにも大学に進学する視覚障害者の増加や理療に関する

情報の発信不足等が影響している可能性が考えられる。視

覚特別支援学校高等部普通科（以下，普通科と記す）は、

ほとんどの理療科設置校に存在し、理療科・保健理療科（以

下，理療科と記す）を直接の進学先とする学科であること

から、そこに在籍する生徒は最も理療に関する情報を得や

すい環境にある。そのため、普通科生徒の理療に関する意

識や求めている情報の入手方法は、理療の啓発方法を検討

していく上で核となる不可欠な情報と言える。しかし、こ

うした事項に関する調査報告は見当たらない。普通科生徒

の理療科への進学希望の状況と理療の仕事内容に関する情

報の入手状況との関係を明らかにできれば、視覚特別支援

学校におけるキャリア教育の在り方を検討する上で、また

今後高等学校や大学に在籍する者への情報提供を進めてい

く上で、有用な基礎資料を得ることができる。 
そこで本研究では、全国の特別支援学校高等部普通科生

徒を対象に職業としての理療に関する意識調査を実施する

こととした。 
【方法】(1)対象：理療科を設置する特別支援学校 58 校の

高等部普通科生徒 363 名に調査用紙を配布し、40 校

（69.0％）、182 名（50.1％）から回答が得られた。 
(2)手続き：郵送による無記名自記式質問紙法とした。 
(3)調査項目：基本属性（学校名、学年、性別、視力、主な

使用文字、特別支援学校入学時の年齢）、理療科の進学希望

の程度（択一）とその理由（複数回答）、大学進学希望者の

将来なりたい職業（択一）、職業の選択肢として理療を意識

しはじめた時期（択一）、理療の仕事内容を知った方法（複

数選択）、理療の仕事内容を知る上で役に立った方法（択一）、

今理療科の情報を入手したい方法（複数選択）、進路選択に

役立った授業（複数選択）。 
(4)分析方法：理療科進学希望の程度は４件法で尋ね、「非

常にそう思う」と「ある程度そう思う」を希望群、「あまり

そう思わない」と「全くそう思わない」を不希望群として

集計した。複数回答の設問は、有効回答数に対する割合で

比較した。 
(5)倫理的配慮：本研究は筑波大学附属学校教育局研究倫理

委員会の承認を得て、研究対象者及び協力機関に不利益が

ないよう万全の注意を払って実施した（課題番号：附 19-1）。 
【結果】理療科進学については希望群が 35%、不希望群が

65%であった。 
職業の選択肢として理療を意識しはじめた時期は、「高等

部入学後」が希望群 56％、不希望群 13％、「意識したこと

はない」が希望群２％、不希望群 65％であった。理療の仕

事内容を知った方法は、希望群も不希望群も１位が「理療

科教員からの話」、２位が「在校生からの話」で、「今も知

らない」は全員が不希望群で 15%を占めていた。また、理

療の仕事内容を知る上で最も役立った方法は、いずれも理

療科教員からの話が最多であった(Fig)。今、理療科につい

ての情報を得るとした場合の入手したい方法については、

在校生の話が最も多く、次いで理療科教員からの話であっ

た(table)。 

 

 
 
理療の仕事内容を知った方法で「今も知らない」と回答

した 17 名のうち、職業の選択肢として理療を意識しはじ

めた時期で「意識したことはない」と回答した者は 88％、

今、理療科についての情報を得るとした場合の入手したい

方法で「関心がないので必要ない」と回答した者は 53％で

あった。 
【考察】理療の仕事内容を今も知らないと回答した者は全

員が不希望群で、その中には理療を自分の職業の選択肢と

して意識したことがなく、今も情報を入手する必要がない

と考えている者が多く存在していることが明らかとなった。

理療に関する情報の入手方法については、最も役立ったも

のも、今活用したいものも、希望群、不希望群を問わず、

理療科教員と在校生からの話が上位２項目を占めていた。

これらのことから、理療科教員や在学生が有用な情報発信

をしていること、しかし情報は不足しており、さらなる情

報提供が求められていることが明らかとなった。 
【結論】理療の仕事内容に関する情報提供は、特に本格的

に進路について考え始める高等部入学後に、理療科への進

学を考えていない生徒も含めて、理療科教員が中心となっ

て行うのが有用であると考えられた。 
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